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計画輸送量１日１５人未満の系統について（地域間幹線系統） 
 

 以下の２系統については、新型コロナウイルスの影響により輸送人員が減少したこ

とにより、交付要綱別表第１「補助対象事業の基準」の「ヘ」の「補助対象期間の１

日あたりの輸送量が１５人～１５０人と見込まれ」るとする基準を下回っているが、

交付要綱別表第１の「ヘ」を除いた要件を満たしている。また、令和６年度において

補助対象となっている系統である。 

 以下の理由により、地域住民の生活に必要な系統として維持していく必要があるた

め、福島県地域公共交通活性化協議会において令和７年度地域間幹線系統確保維持事

業に位置づける。 

 

【対象系統】 

１ No.10 針道経由東和小学校線（福島交通株式会社） 

計画輸送量 13.8 人 

  （参考）令和６年度計画輸送量：14.7 人、令和５年度計画輸送量：16.5 人） 

○ 補助対象系統とする理由 

   福島交通株式会社が運行する針道経由東和小学校線は、本市郊外に位置する東

和地域（旧東和町）と本市中心市街地を結ぶ地域間幹線系統であり、市民の通院、

通学、買い物等、生活の足として利用されている。特に、東和地域内の小中学生

あわせて約 70 名が通学の際に定期券を利用しており、重要な通学手段となって

いる。また、針道経由東和小学校線は、東和地域内を運行する「東和地域コミュ

ニティバス」及び JR 東北本線に接続し、東和地域と他の地域をつなぐ唯一の路

線となっており幹線としての機能も十分に果たしている。 

   当該路線では、東和小学校にてバスの乗車指導を半年に１度実施している。ま

た、新型コロナウイルス感染症拡大以前は、福島交通株式会社にて沿線住民を対

象にバスの乗り方教室を行っており、今後情勢を判断しながら再開する予定でも

あり、更に利用促進が図られるものと思われる。 

   令和７年度の計画輸送量は、補助要件となる 15 人を下回っているものの、新

型コロナウイルス感染症感染拡大以前は継続して 20 人を上回っている。新型コ

ロナウイルス感染症による影響と県立安達東高校の統廃合により輸送量は減少

しているものの、新型コロナウイルスが落ち着き、県立安達東高校跡地の利活用

によっては、当該路線の利用者の回復も期待できる。針道経由東和小学校線は、

地域住民にとって唯一他地域と接続する路線であり、生活の基盤として維持して

いくことが必要であるため、補助対象系統として当該事業に位置づける。 

 

２ No.36 北会津線（会津乗合自動車株式会社） 

計画輸送量 14.4 人 

   （参考）令和６年度計画輸送量：13.1 人、令和５年度計画輸送量：11.7 人） 
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○ 補助対象系統とする理由 

   会津乗合自動車が運行する北会津線は、本市郊外に位置する北会津地域（旧北

会津村）と会津若松市中心市街地を結ぶ地域間幹線系統であり、市民の通院、通

学、買い物等、生活の足として利用されている。特に、冬季においては北会津町

内の中学生約 70 名が通学の際に定期券を利用しており、重要な通学手段となっ

ている。また、北会津線は、北会津地域内を運行する「北会津ふれあい号」が接

続する路線でもあり、幹線としての機能も十分に果たしている。 

   当該路線の利用促進に向け、令和４年度には小学生を対象に乗り方教室を実施、

さらに毎年、市職員が乗降調査を行い、現状把握に努めており、今後も利用者の

確保に向けて地域やバス会社と連携した取組を継続する予定である。 

   令和７年度の計画輸送量は、補助要件となる 15 人を下回っているものの、平

成 25 年度以降継続して 15 人以上を上回っており、新型コロナウイルス感染症が

落ち着いた後は、上記理由により利用者の回復も期待でき、地域住民の生活にと

って必要な路線として維持していくことが必要であるため、補助対象系統として

当該事業に位置づける。 

 

※１ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成２８年３月３１日付

国総志第６０号他）附則第２条の規定に基づく東日本大震災の被災地域におけ

る経過措置（激変緩和措置）の対象とならない系統である。 

 

※２ なお、令和６年度生活交通確保維持改善計画において要件となる計画輸送量

の計算については、「計画運送収入」に地域公共交通確保維持改善事業費補助金

交付要綱（令和３年２月１６日付け国総地第９６号他）附則第２２条第２項、

同交付要綱（令和４年２月１５日付け国総地第６１号他）附則第２０条第２項

の規定及び同交付要綱（令和５年３月３日付け国総地第９１号他）附則第２条

第２項の規定に基づき交付された補助金額のほか新型コロナウイルス感染症の

影響に伴う運送収入の減少分を補填する等の目的により交付された地方公共団

体等の補助金額を収入として算入できるものとされている。しかし、当該２系

統はこの補助金等を受けていない。 
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